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研究要旨 

 自然災害や感染症パンデミック、大規模事故等の公衆衛生事案への事前準備と緊急対応

の効果的な実践にあたっては、オールハザード・アプローチのリスクアセスメント（RA）

が重要とされる。本分担研究では、初年度は、既存のハザード・脅威に対するリスク分析・

アセスメント手法について、感染症分野における好事例の収集を行ってきた。特に、迅速

な situation assessment と awareness が必要とされた国内外の SARS-CoV-2 の変異株への

対応に着目し、今年度は、新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の変異株に関するリスク評

価とコミュニケーションに関する課題を文献的かつ経験的に振り返りつつ、健康危機事態

のリスク評価とコミュニケーションに関する課題を考察した。課題として、リスク評価と

リスク管理・コミュニケーションプロセスを統合的に行う協働メカニズムの構築、科学と

政策の翻訳・仲介機能の強化、さまざまな分野の知見の統合的解釈の手法構築と人材育成、

不確実性に関する表現や市民に伝えるきめ細やかな表現の追求などコミュニケーションの

強化が挙げられた。 

 

Ａ．研究目的  

 自然災害や感染症パンデミック、大規模事

故等の公衆衛生事案への事前準備と緊急対応

の効果的な実践にあたっては、想定されるあ

らゆるハザード・脅威によるリスクを体系的

に分析・アセスメントし、優先順位を付した

上で対策に繋げるオールハザード・アプロー

チのリスクアセスメント（RA）が重要とされ

る。わが国では、地震、感染症等の個々ハザ

ードについてのリスク評価は実施されている

が、これらを包含する体系的なリスク評価は

行われておらず、テロ等の意図的な事案など

公衆衛生的観点からの RAの手法が十分検討さ

れていないハザード・脅威も少なくない。2018

年に世界保健機関（WHO）により実施された国

際保健規則（IHR）に基づく合同外部評価にお

いても、わが国のオールハザード・アプロー

チに基づく分析・評価体制の確立が課題とし

て指摘されたところであり、公衆衛生リスク

の分析・評価手法の確立とこれに基づくリス

クプロファイルの構築は急務といえる。 

 一方、事案発生時の緊急対応においては、

迅速な状況把握（situation awareness）、分

析、評価が不可欠である。今般の新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）対応では、初期

の状況把握とそれに基づく評価・分析といっ

たインテリジェンス機能の重要性が、わが国 

 

のみならず多くの先進諸国で課題として認識

された。パンデミック下の自然災害等の複合

的事案や原因不明事案も想定される中、事案

発生時に専門家等を動員し、平時に構築した

リスクプロファイルを活用しつつ、被害やリ

ソースの状況、事案発生下の市民の反応・行

動などを統合し、迅速かつ動的にリスクを分

析・評価するインテリジェンス機能の確立が

求められる。 

 オールハザード・アプローチによる RA の先

行事例として、米国や英国等における国家規

模でのリスクアセスメントの取組みが挙げら

れる。これらは平時における国・地方の事前

準備体制の構築に有用と考えらえるが、一方

で、事案発生時の情報収集・分析、迅速な RA・

コミュニケーションの手法については未知の

部分も多い。平時から事案発生時にシームレ

スに運用可能なインテリジェンス機能構築に

向けた知見の集積は、国際的にも重要な意義

を持つと考えられる。 

 以上を踏まえ本研究では、オールハザー

ド・アプローチによる公衆衛生リスクの分

析・アセスメントモデルの作成、事案発生時

の迅速な状況把握・分析、効果的なリスクコ

ミュニケーションを可能にするインテリジェ

ンス機能のあり方の提案を主な目的とする。 

 本分担研究では、初年度は、既存のハザー

ド・脅威に対するリスク分析・アセスメント

手法について、感染症分野における好事例の
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収集を行う。特に、迅速な situation 

assessment と awareness が必要とされた国内

外の SARS-CoV-2変異株への対応における情報

収集・分析・評価、リスクコミュニケーショ

ンについて好事例を収集・整理した。二年度

は、特に SARS-CoV-2 変異株のリスク評価とコ

ミュニケーションプロセスに関する課題を検

討し、健康危機事態におけるオールハザード

アプローチにおける同プロセスの検討課題を

明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の変異

株に関するリスク評価とコミュニケーション

に関する課題を文献的かつ経験的に振り返り

つつ、健康危機事態のリスク評価とコミュニ

ケーションに関する課題を考察した。 

 

（倫理面への配慮） 

 政策課題を扱う研究であり該当しない。 

 

Ｃ．研究結果   

SARS-CoV-2 の変異株は、「アルファ」が 2020

年 12 月にイギリスから報告をされて以降、い

かに性質が変化した変異株が我が国の流行へ

のインパクトをいかに回避するかが問題とな

った。戦術は大きく 2 つあり、早期に水際対

策を強化することで侵入を阻止する（あるい

は遅らせる）、そして、変異株の性質に合わせ

て対策を速やかに適合させていくことだった。

後者の例としては、感染者からのウイルスの

排出期間が長くなっているのであれば隔離期

間を長くしたり、あるいは感染性が非常に強

く感染者の増加速度が速いということであれ

ばそれに合わせて医療体制の準備というのを

早めたりするといった対策があった。その中

で感染研の役割は、変異株の発生状況を監視

する、新たな変異株の性質決定（キャラクタ

リゼーション）を行う、そしてそのリスク評

価を行い介入政策の根拠となる評価を与える

ことだった。研究分担者はこれらの作成を担

当していた。 

SARS-CoV-2 の変異株は、突如現れ、そのう

ちいくつかは急速に世界に拡がった。のちに

オミクロンと呼ばれることになる新たな

SARS-CoV-2の変異株 Pango系統 B.1.1.529は、

2021 年 11月 24 日のことだった。それからわ

ずか 2 日で WHO は、これを「懸念される変異

株（VOC）」に位置づけ オミクロンと命名をし

た。国内では、国立感染症研究所（感染研）

が同系統を 11 月 28 日に VOC に位置付け、同

29 日にはオミクロンに対する水際措置の強化

に至った。オミクロンの出現に対して感染研

では、2021 年 11月 26 日から 2022年 3月 16

日までの間に 9 報の「SARS-CoV-2 の変異株

B.1.1.529 系統について」を報告し、リスク評

価を行っていた。 

このリスク評価は非常にインパクトが大き

い介入政策である入国制限や検疫隔離の対象

の検討、隔離の解除方針に直結していた。タ

イムリーネスも不可欠であり、国内への新た

な変異株の侵入を遅らせるという政策を取る

には、それが可能な時期は極初期に限られ状

況だった。このような状況下では、極めて迅

速なリスク評価プロセスが必要だった。ただ

その発生の極初期という時期には確実な疫学

的知見やサイエンスエビデンスというものが

あるわけではなく、性質決定に必要な情報（表

１）は、断片的にしか得られず、新しいウイ

ルスということで知見も十分でない。しかし、

それを待っていては手遅れになってしまうの

であり、政策決定や判断に資する示唆を与え

られる評価を作成することが求められた。特

に、科学の不確実性とデータ解釈の限界とい

うのを含めて、正しく介入政策決定者にコミ

ュニケーションをする必要があった。 

 

表１ SARS-CoV-2 変異株リスク評価の要素 

 

生物学的評価 (in silico/vitro/vivo) 
• 遺伝子配列情報からの解析（in silico) 
• 実験系での評価（in vitro) 
• 動物実験による評価 (in vivo) 
臨床評価 (field/real world) 

• 症例報告 

• First few hundred studies 

疫学評価（field/real world) 

• サーベイランス 

• 積極的疫学調査 

 

 

変異株のリスク評価は、感染研ホームページ

に掲載され、数千から数万ビューの閲覧があ

り、特に 2022 年 1 月 13 日に発出されていた

第 6 報は 2022 年 4 月下旬時点で 46 万ビュー

に達していた。ウイルス学等ある程度の専門

性を有する者に限らず読者層は大幅に拡大し、

行政、メディア、時には政治家等意思決定者、

一般市民にも読まれていることが窺われた。

結果として、より良い表現方法の追求が求め

られた。  
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Ｄ．考察  

古典的な役割分担として、ウイルス学、疫

学、公衆衛生学の観点からリスク評価を行う

のが国立感染症研究所、それに基づきリスク

管理とコミュニケーションを行うのが、厚労

省や政府対策本部という考え方だった。しか

しながら、SARS-CoV-2 変異株のオミクロン出

現時の経験から、特にリスク評価とリスク管

理・コミュニケーションのプロセスを統合的

に行う必要性に迫られ、実態的にそのような

状況で行われていたと考えられる。 

 

感染研

リスク評価

厚⽣労働省

リスク管理
& コミュニケーション

政府対策本部

感染研
ホームページ

メディア 市⺠

ウイルス学的評価

疫学的評価

公衆衛⽣学的評価

統合
synthesis

（ メディア）

（ 古典的役割分担）

 
 

感染研

リスク評価

厚⽣労働省

リスク管理
& コミュニケーション

政府対策本部

感染研
ホームページ

メディア 市⺠

ウイルス学的評価

疫学的評価

公衆衛⽣学的評価

統合
synthesis

（ メディア）

（ 実態的役割分担）

 
 

図１ SARS-CoV-2 変異株のリスク評価・管

理・コミュニケーションの役割分担 

 

 

SARS-CoV-2 変異株のオミクロン出現時の経

験から、以下に、健康危機事態のリスク評価

とコミュニケーションに関する課題を挙げる。 

• 健康危機事態の進行速度によっては、リス

ク評価がリスク管理・コミュニケーション

の主体と一体となって行われる、あるいは

極めて緊密に強調して行うべき状況があ

ると考えられる。緊急時に急遽このような

体制を構築することは困難であるから、平

時から、リスク管理側との対話や演習等、

協働メカニズムを構築することが重要で

ある。 

• 特に、リスク評価側に対して、リスク管理

側からの政策上の課題とその課題解決に

必要な問いに関する情報要求が明確化さ

れる必要がある。このような情報要求を、

研究・分析課題に落とし込み、その結果を

リスク管理側に解釈・理解可能な形でフィ

ードバックする必要がある。これらの科学

と政策の「翻訳・仲介」機能が極めて重要

である。 

• さまざまな分野の知見の統合的解釈

（Synthesis）の手法の構築と人材育成が

欠かせない。特に緊急時には十分なエビデ

ンスが得られない場合がある。そのような

時に感染症であれば、生物学的評価、臨床

評価、疫学評価が主な柱となるが、さらに

は、経済・社会的評価も統合的に検討でき

るようにする必要があるだろう。 

• 特に、オールハザードアプローチを考えた

場合、「原因不明の事態」「分野を超えたイ

ンパクトを社会に与える事態」において、

この「分野を超えた統合的解釈」を行うプ

ロセスが特にクリティカルなプロセスに

なりうるだろう。 

• これらのプロセスにおいては、健康危機事

態が大きくなればなるほど、関係者の数と

幅が大きくなる。すると、科学の知識レベ

ルも文脈の理解も全く異なる専門家と政

治家等政策決定者が関わってくることに

なり、ひいては、市民にもダイレクトにリ

スク評価が伝わる表現が必要になってく

る。特に、不確実性に関する表現や表現に

関する一定の「型」を形成するなど、きめ

細やかな表現を追求する必要が出てくる

ので、コミュニケーションに特に真摯に取

り組む必要がある。 

 

Ｅ．結論 

SARS-CoV-2 変異株のオミクロン出現時の経

験から、健康危機事態のリスク評価とコミュ

ニケーションに関する課題を明らかにした。 
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